
（平成２３年６月15日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

厚生年金関係 6 件

年金記録確認富山地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

富山国民年金 事案 203 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年４月から同年９月まで 

    昭和 45 年４月にＡ市Ｂ区役所で国民健康保険の加入手続を行ったとき、

窓口の職員から国民年金にも加入する必要があると言われ、国民年金の加

入手続も同時に行った。 

    その後、しばらくたってからＢ区役所へ行き、国民健康保険料と国民年

金保険料を一緒に納付した。 

申立期間の国民年金保険料については、２か月分と４か月分を２回に分

けて納付した記憶があるのに、未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金加入手続は、国民年金手帳記号番号払出簿及び申立人が

所持する国民年金手帳の発行日から、申立人の主張どおり昭和 45 年４月頃に

Ａ市において行われたものとみられる上、申立期間は６か月と短期間である。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料はＡ市Ｂ区役所で納付したと

しているところ、Ａ市では、当時、区役所窓口で国民年金保険料の収納を行

っていたとしており、申立人が主張する納付方法と一致することから、申立

人が自ら加入手続を行ったにもかかわらず、申立期間の保険料を納付しなか

ったとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

富山厚生年金 事案 755 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、昭和 39 年 11 月３日から同年 12 月３日までの期間につ

いて、事業主は、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日を同年 11 月３日と

する届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認められることから、

申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を訂正し、当該期間

の標準報酬月額については１万 2,000円とすることが必要である。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 39 年 10 月 16 日から同年 11 月３

日までの期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日に係る記録

を同年 10 月 16 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１万 2,000 円とする

ことが妥当である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39年 10月 16日から同年 12月３日まで 

昭和 38 年にＡ社に入社し、39 年 10 月に上司から手伝いに行くように言

われ、同社Ｃ工場から同社Ｂ工場に異動した。ところが、オンライン記録

では同社Ｂ工場での資格取得日が同年 12 月３日となっており、同年 10 月

16 日から同年 12 月３日まで空白期間になっている。同じ会社内での異動

なのに厚生年金保険被保険者記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間について、申立人から提出された在籍証明書及びＡ社から提出

された「失業保険被保険者転出届受理通知書」により、申立人は、申立期

間において同社に継続して勤務（同社本社から同社Ｂ工場に異動）してい

たことが認められる。 

２ 申立期間のうち、昭和 39年 11月３日から同年 12月３日までの期間につ

いて、オンライン記録では、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日は、



                      

  

同年 12 月３日とされているが、同社が保管している「健康保険厚生年金保

険被保険者資格取得確認および標準報酬決定通知書」により、申立人は、

同年 11 月３日に同社Ｂ工場における被保険者資格を取得していることが確

認できる。 

また、当該通知書には、昭和 39年 12月 15 日付けのＤ社会保険事務所の

受付印及び確認印が押されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 39 年 11 月３日

にＡ社Ｂ工場における厚生年金保険被保険者資格を取得した旨の届出を社

会保険事務所に行ったことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｂ工場における昭和 39

年 12 月の社会保険事務所の記録及び前述の「健康保険厚生年金保険被保険

者資格取得確認および標準報酬決定通知書」から、１万 2,000 円とするこ

とが妥当である。 

３ 申立期間のうち、昭和 39 年 10 月 16 日から同年 11 月３日までの期間に

ついて、上記のとおり、申立人から提出された在籍証明書及びＡ社から提

出された「失業保険被保険者転出届受理通知書」により、申立人は、申立

期間において同社に継続して勤務（同社本社から同社Ｂ工場に異動）し、

当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

なお、異動日については、申立人が昭和 39 年 10 月にＡ社Ｂ工場に異動

したと主張しているところ、Ａ社から提出された「失業保険被保険者転出

届受理通知書」では、申立人の転勤年月日が同年 10 月 15 日とされ、同社

が保管している「健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書」に

より、申立人の同社本社における資格喪失日は、その翌日の同年 10 月 16

日であることが確認できることから、申立期間については、申立人の同社

Ｂ工場における資格取得日に係る記録を訂正することが妥当である。 

また、当該期間の標準報酬月額は、Ａ社Ｂ工場における昭和 39 年 12 月

の社会保険事務所の記録及び前述の「健康保険厚生年金保険被保険者資格

取得確認および標準報酬決定通知書」から、１万 2,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主

が保管している「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認および標準

報酬決定通知書」における申立人の資格取得日が昭和 39 年 11 月３日とさ

れていることから、事業主が同日を資格取得日として届け、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る同年 10 月分の保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、申立人に係る同年 10 月の保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



                      

  

富山厚生年金 事案 756 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 18 年４月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得

した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認められ、かつ、

申立人のＡ社Ｂ工場における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、20 年３

月 25 日であったと認められることから、申立人に係る厚生年金保険被保険者

資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 18 年４月から 19 年７月

までは 20 円、同年８月から同年 12 月までは 40 円、20 年１月及び同年２月

は 50円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 18年４月１日から 20年３月 25日まで 

昭和 18 年４月にＡ社Ｂ工場へ入社し、20 年３月 25 日に志願兵として海

軍航空隊へ入隊するまで勤務したのに、この間の厚生年金保険被保険者記

録が無い。 

申立期間については、間違いなくＡ社Ｂ工場に勤務していたので、厚生

年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、申立人が昭和 18

年４月１日にＡ社Ｂ工場において厚生年金保険被保険者資格を取得した旨の

記載が確認できるものの、資格喪失日に係る記載が無い。 

また、当時の同僚（３人）は、「自分と申立人は同期入社であり、申立人

は、海軍航空隊に入隊するまでＡ社Ｂ工場に勤務していた。」と証言してい

るところ、オンライン記録により、当該同僚（３人）は、昭和 18 年４月１日

に同社Ｂ工場において厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認

できるほか、厚生労働省社会・援護局発行の軍歴証明書により、申立人は、

20 年３月 25 日に海軍航空隊へ入隊していることが確認できることから、申

立人は、申立期間において同社Ｂ工場に継続して勤務していたことが認めら



                      

  

れる。 

さらに、現存するＡ社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

申立人の氏名は記載されていないことについて、同社Ｂ工場を所管する年金

事務所は、当該名簿は昭和 22 年頃に書き換えられたものと思われるが、書換

え前の名簿が保存されていないため申立人に係る記載が無いことについては

詳細が不明である旨回答している。 

加えて、厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）において資格取得日が昭和

18 年４月１日とされ、申立人と同期入社であったと考えられる複数の同僚の

中には、申立人と同様に、資格喪失日に係る記載の無い者が複数みられるこ

とから、申立期間当時、社会保険事務所の同社Ｂ工場に係る記録管理が適切

に行われていなかったことがうかがえる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 18 年４月１日に厚

生年金保険被保険者資格を取得した旨の届出を社会保険事務所に対し行った

ことが認められ、かつ、申立人のＡ社Ｂ工場における厚生年金保険被保険者

の資格喪失日は 20年３月 25日であったと認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、上記の厚生年金保険被保険者

台帳（旧台帳）の記録及び同僚の記録から、昭和 18 年４月から 19 年７月ま

では 20 円、同年８月から同年 12 月までは 40 円、20 年１月及び同年２月は

50円とすることが妥当である。 

 



                      

  

富山厚生年金 事案 757 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に

係る記録を昭和 32 年 10 月 31 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万

2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 32年 10月 31日から同年 11月１日まで 

昭和 29 年３月にＡ社に入社し、32 年 10 月 14 日付けで同社Ｃ支店から

同社Ｂ支店に異動した。 

Ａ社の支店間を異動しただけなのに、申立期間の厚生年金保険被保険者

記録が無いのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の従業員カード、申立人から提出された辞令及び雇用保険の記録によ

り、申立人は、同社に継続して勤務し（同社Ｃ支店から同社Ｂ支店に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

なお、申立人から提出された辞令では、当該異動に係る発令日が昭和 32 年

10 月 14 日とされ、申立人も同年 10 月 20 日頃にＢ支店に着任したと記憶し

ており、申立人が申立期間当時、既に同支店に勤務していたものと推認され

ることから、申立期間については、同支店における資格取得日に係る記録を

訂正することが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 32 年 11 月の社会保険事

務所（当時）の記録から、１万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は、関連資料が無いため不明としており、このほかに確認で



                      

  

きる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 

 

 



                      

  

富山厚生年金 事案 758 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年７月１日から 54年 11月 30日まで 

昭和 52年７月から 54 年 11月までＡ社（現在は、Ｂ社）に勤務し、Ｃ国

のＤ地区で仕事をしていた。 

申立期間当時、手当等を含めると 50 万円の給料を支給されていたのに、

標準報酬月額の記録が 16万円とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

当時の給与及び社会保険事務の担当者は、「Ｃ国のＤ地区に勤務する従業

員は、基本給と海外手当を合わせて 50 万円の給料を支給されていたが、社会

保険事務所（当時）には、海外手当を除く基本給額を報酬額として届け出て

おり、届け出た報酬額に基づいて厚生年金保険料を控除していた。」と供述

している。 

また、雇用保険の記録によると、申立人のＡ社における昭和 52 年７月１日

の資格取得時の賃金は、月額 16 万円とされており、オンライン記録の標準報

酬月額と一致していることが確認できる。 

さらに、当時の同僚二人のうち、一人は、「Ｄ地区には昭和 49 年から４年

間程勤務した。51 年頃に会社の給与規定を変えて、海外手当を除外したかも

しれない。国内の給与（16 万円程度）に海外手当が加算されて、月額で 50

万円くらいもらっていたと思う。」と供述しているとともに、別の一人は、

「国内の給与（13 万円程度）に出張手当や派遣手当が加算されて、月額で 40

万円くらいもらっていたと思う。」と供述しており、オンライン記録による

と、当該同僚二人の標準報酬月額は、当該国内の給与額に見合う額とされて

いることが確認できる。 



                      

  

このほか、申立期間において、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 



                      

  

富山厚生年金 事案 759 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年６月から 37年７月まで 

昭和 34 年６月から 37 年７月までＡ市のＢ事業所に勤務したのに、この

間の厚生年金保険被保険者記録が無いのは納得できない。 

Ｂ事業所の従業員は、私、事業主及びその弟の３人であり、Ｃ事業所及

びＤ事業所の下請業務を行っていたので、元請の事業所において厚生年金

保険に加入していた可能性もあると思う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

当時のＣ事業所の従業員（１人）は、Ｂ事業所はＣ事業所の下請業務を行

っていたとしており、事業主の氏名も申立人の供述と一致することから、勤

務していた期間は特定できないものの、申立人がＢ事業所に勤務していたこ

とはうかがえる。 

しかし、オンライン記録では、申立人が勤務したとするＢ事業所が厚生年

金保険の適用事業所であった記録は確認できない。 

また、Ｂ事業所は既に廃業している上、当時の事業主及び同僚である事業

主の弟も既に死亡しているため、申立期間における申立人の勤務実態及び厚

生年金保険料の控除について確認できない。 

さらに、申立人は、元請事業所のＣ事業所又はＤ事業所において厚生年金

保険に加入していた可能性もあると主張しているが、Ｃ事業所及びＤ事業所

は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、下請事業所に係る

厚生年金保険の取扱いについて確認できない上、両事業所に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿を確認しても、申立期間において申立人の氏名は無

く、整理番号に欠番も無い。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除



                      

  

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

富山厚生年金 事案 760 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 12月から 45年６月まで 

昭和 41年 12月から 45年６月までＡ社（飲食店）で勤務していたのに、

この間の厚生年金保険被保険者記録が無いのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の当時の事業主が「申立人が勤務していたことを覚えている。」と供

述していることから、勤務した期間は明らかではないが、申立人が同社に勤

務していたことが推認できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ社は、申立期間後の平成２年３月１

日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間において適用事業所

であった記録が確認できない。 

また、Ａ社の当時の事業主は、「当時、飲食業は任意適用事業所だったの

で、同社は厚生年金保険に加入していなかった。」と回答している。 

さらに、オンライン記録により、申立人は、申立期間において国民年金保

険料を納付していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

富山厚生年金 事案 761 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21年４月１日から 23年４月１日まで 

   平成 21 年７月 23 日付けのＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支社からの厚生年金

資格記録証明書によると、昭和 21 年４月１日に厚生年金保険被保険者資格

を取得し、26年９月１日に同資格を喪失している。 

しかし、オンライン記録では、厚生年金保険被保険者資格の取得日が昭

和 23 年４月１日となっており、申立期間について厚生年金保険の被保険者

となっていないことに納得できない。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の厚生年金保険被保険者

記録の訂正を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届において申立人

の資格取得日が昭和 21 年４月１日である旨の記載が確認できることから、申

立人が申立期間において同社に勤務していたことが推認できる。 

   しかし、当該資格取得届には、申立人について、健康保険の番号は記載さ

れているものの、厚生年金保険の番号に係る記載は確認できない。 

また、当該資格取得届には、申立人と同日（昭和 21 年４月１日）を資格取

得日とされている同僚が二人みられるが、いずれも申立人と同様に、健康保

険の番号に係る記載は確認できるものの、厚生年金保険の番号に係る記載は

確認できず、当該二人の申立期間における厚生年金保険被保険者記録が確認

できないことから、当該資格取得届は、同社が加入する健康保険組合に対し

提出された資格取得届であったものと考えられる。 

   さらに、申立人に交付した厚生年金資格記録証明書について、Ｂ社は、自

社が保管する厚生年金台帳に申立人の入社日は昭和 21 年４月１日、厚生年金



                      

  

保険の手帳記号番号が「＊」と記載されていることが根拠であると回答して

いるが、厚生年金保険手帳記号番号払出簿によると、当該記号番号は、申立

人のオンライン記録の資格取得日である昭和 23 年４月１日に払い出されてい

ることが確認できる。 

   加えて、申立人は既に死亡しており、申立人の妻も申立期間当時の同僚を

覚えておらず、当時の社会保険事務の担当者も明らかでないことから、申立

人の申立期間に係る厚生年金保険の取扱いについて確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

富山厚生年金 事案 762 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 25年８月から 26年 12月まで 

             ② 昭和 32年２月から 34年 12月まで 

昭和 25 年８月から 26 年 12 月までＡ社（現在は、Ｂ社）に、32 年２月

から 34 年 12 月までＣ社に勤務していたのに、この間の厚生年金保険被保

険者記録が無いのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人が名前を覚えている同僚（１人）の証言に

より、勤務した期間は特定できないものの、申立人がＡ社に勤務していたこ

とはうかがえる。 

しかし、Ｂ社は、当時の人事記録等の資料を保管していないため、申立人

の勤務実態及び厚生年金保険料の控除については不明と回答しており、当時

の事業主及び事務担当者の連絡先も明らかでなく、連絡先を確認できた同僚

（５人）からも、申立人の勤務実態及び当時の厚生年金保険の取扱いについ

て証言を得られない。 

また、申立人が名前を覚えている同僚７人のうち、２人はＡ社における厚

生年金保険被保険者記録が確認できない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間①

において申立人の氏名は無く、整理番号に欠番も無い。 

申立期間②については、申立人が一緒に勤務していたとする同僚（１人）

の証言により、勤務した期間は特定できないものの、申立人がＣ社に勤務し

ていたことはうかがえる。 

しかし、Ｃ社は既に解散している上、当時の事業主からも、申立人の勤務

実態及び厚生年金保険料の控除について証言を得られない。 



                      

  

また、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から連絡先を確認で

きた同僚６人からも、申立人の勤務実態及び当時の厚生年金保険の取扱いに

ついて証言を得られない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における勤務実態及び厚生年金保険

料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 



                      

  

富山厚生年金 事案 763 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50年７月７日から同年 10月１日まで 

             ② 昭和 50年 11月１日から 51年６月１日まで 

昭和 50 年７月からＡ社（現在は、Ｂ社）で勤務したのに、厚生年金保険

の資格取得日が同年 10月１日となっている。 

また、昭和 50 年 11 月からＣ社で勤務したのに、厚生年金保険の資格取

得日が 51年６月１日となっている。 

申立期間①及び②についても、Ａ社及びＣ社に勤務していたので、厚生

年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ｂ社が保管している「健康保険厚生年金保険被保

険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書」により、事業主は、申立人の資

格取得日を昭和 50 年 10 月１日として社会保険事務所（当時）に届け出たこ

とが確認できる。 

また、Ｂ社は、「当時は入社後３か月間ほど見習期間があり、見習期間が

経過してから従業員を厚生年金保険に加入させていたと思われる。」と回答

している。 

さらに、オンライン記録により、申立人が一緒にＡ社へ入社したとする同

僚も、厚生年金保険の資格取得日が申立人と同日であることが確認できる。 

申立期間②については、オンライン記録によると、Ｃ社は、昭和 51 年６月

１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間において適用事業

所であった記録が確認できない。 

また、Ｃ社は、当時の賃金台帳等を保管していないため、申立人の申立期

間②における厚生年金保険料の控除については不明と回答している。 



                      

  

さらに、オンライン記録により、申立人が一緒にＣ社へ入社したとする同

僚も、厚生年金保険の資格取得日が申立人と同日であることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

 


